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ることはできない。たとえば，2008 年 10 月上旬に開催された，中国共産
党の重要会議である中国共産党第 17 期中央委員会第 3 回全体会議（以下，
17 期 3 中全会）の主要テーマは，今後の農村改革の展開方向（とくに農
業経営組織問題，農地の流動化問題，農村金融問題等，詳細は以下で述べる）
についてであり，会議の締めくくりには「中国共産党中央の農村改革発展
























































中国の農家 1 戸当たり耕地面積は約 0.47 ヘクタールと日本の約 3 分の 1，


































































に農村道の整備を進めてきた。2006 年末までに全国の農村道は 302.6 万キ
? 1　農村の電力網普及状況


















































60.3％の村にとどまる）。また，李主編 [2009: 26-31] によれば，公共のバ






漑面積は 8 億 6700 万ムー（約 5 億 7800 万ヘクタール），全国総耕地面積
の 46％にすぎない。つまり，現在でも全国の 54％の農地は天水に依存し
ている状態にある。今後，この改修，新設のために相当額の投資が必要と


















































村教育改革以前の 1996 年の統計資料によれば，農村の小学生 1 人当たり
教育経費は最高の上海市の農村では 1862 元であったが，最低の貴州省の
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れる。それによると，最高階層と最低階層の格差は，2000 年の 5190 元：
802 元（6.47 倍）から，2003 年の 6347 元：866 元（7.32 倍），さらに 2008
年の 11290 元：1500 元（7.52 倍）に拡大している（中華人民共和国国家
統計局編 [2009]）。
この問題への対応としては，農民所得政策（主に農業関係諸税の減免等，





なお，17 期 3 中全会では，2020 年の農民所得の到達目標として，2008
年の農民所得の 2 倍にすることが提起されている。2008 年の農民所得は，
表 2 のように，4761 元と発表されていることから，目標とされる農民 1




















































理しよう。2008 年 3 月 5 日に発表された，第 11 期全国人民代表大会第 1
回会議における温家宝総理の政府活動報告（『人民日報』2008 年 3 月 6 日）






題」対策支出として 5 年間で 1 兆 6000 億元を拠出する。このうち 2008 年
は 5625 億元を拠出する。また総額 1 兆 6000 億元のうち 3000 億元は農村
のインフラ整備に支出する。
③現在実施されている農業補助金は以下のとおりである。
(a) 食糧生産直接補助金（2002 年～）：2006 年支出 142 億元，2002 年
から 3 県で試験的に実施。2004 年から全国で実施。
(b) 優良種子補助金（2004 年～）：2005 年支出 38 億 7000 万元，河北省・
遼寧省等の 13 の食糧（穀物）主産地が対象。
(c) 農業機械購入補助金（2004 年～）：2005 年支出 11 億元，大型トラ
クター，コンバイン等の農業機械購入時に総額の 30％を上限に補助。







ことから，2 万 2000 カ所の学校で校舎の改造を実施する。
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第 3 章　三農問題の深化と農村の新たな担い手の形成
⑥農村の医療施設の拡充を推進する。1 万 8800 カ所の農村診療所，786
カ所の県営病院等の新規建設あるいは既存施設の改造を推進する。
⑦文化体育事業へ 5 年間で 3104 億元を投入して，県・郷鎮レベルの図
書館，文化センター等の建設を進める。
⑧新型の農村合作医療制度の拡充を積極的に推進する。これについては，
すでに全国の 86％の県に普及しており，7 億 3000 万人の農民が加入して
いる。
また，その他の重要会議では，2008 年 12 月 31 日に「中央 1 号文件：
2009 年農業の安定的発展と農民の継続的な収入増加に関する中国共産党
中央，国務院の若干の意見」（2009 年 1 号政策文書），さらに 2009 年 12
月 28 日に「都市と農村の協調的な発展を加速し，さらに農業・農村の発
展の基礎を構築することに関する中国共産党中央，国務院の若干の意見」
















56 兆円）の 1 つでもあり，農家の家電購買意欲の喚起を狙ったものである。
この政策は，具体的には農村住民が中国政府指定の家電製品を購入した
場合，購買額の 13％を補助する政策であり，2007 年 12 月から山東省，四
88
川省，河南省の 3 省で試験的に開始された。その後 2008 年 12 月には実施
地域が 12 省に拡大され，さらに 2009 年 2 月には全国へと拡大した。実施
期間は 4 年間が予定されている。
対象家電は当初，カラーテレビ，携帯電話，冷蔵庫の 3 品目であったが，





補助金総額は 13 億元に達したという。なかでも 2009 年 6 月には同年 2 月
の 3 倍の販売量があったというから，一定の販売促進につながっていると




































明らかに近年増加傾向にある。さらに，2005 年には事件件数は 8.4 万件に
達し，そのうち 1 割が暴動事件に発展したとする報道もある（『蘋果日報』























省漢源県のダム建設による土地収用争議（2004 年 10 月），安徽省池州市
騒乱事件（2005 年 6 月），広東省汕尾市の発電所用地収用争議 (2005 年 12
月 )，広東省龍門県ダム建設による土地収用争議（2007 年 8 月），貴州省
甕安県争議（2008 年 6 月），雲南省孟連県天然ゴム栽培農民争議（2008 年
7 月），広東省東莞市の 1125 労働争議（2008 年 11 月），広東省仏山市南海



















































「信訪」件数は 45 万 7000 件，陳情のため北京へ上京した陳情団の数と参
加人数は 6 万 7000 団，14 万 8000 人に達し，その数は 2003 年に比べてそ
れぞれ 11.7％，58.4％，52.9％増加したという。そのうち，2004 年に農業
部が受け付けた「信訪」の 58.8％が農地関係の争いであったという。
農業部辦公庁編 [2006: 230] によれば，「信訪」の激増に対応困難となっ
た中国政府は，「信訪条例」を 2005 年 1 月に改正し，基本的に中央政府で
の受付を停止し，地方政府対応とすることに変更した。しかし，条例改





















































干異なるが，一般に，1983 年前後に結ばれた請負契約を第 1 回請負と呼
び，その契約期間は 15 年間であった。続いて第 1 回請負が満期を迎えた









































































前掲の農業部辦公庁編 [2006] によれば，農地収用後の販売価格を 100 と
すれば，その配分は，地方政府 20 ～ 30％，開発企業 40 ～ 50％，村民委





































土地開発を用地単位に実施させる。あわせて毎年 1 ム （ー約 0.667 ヘクター

























































の 1 つである。現地の大規模な企業経営は，さらに 2 層に分かれ，大規模
層 8000 ムー程度（約 5336 ヘクタール），および中規模層 4000 ムー程度（約
2668 ヘクタール）から構成されている。これに対して一般農家は 1 戸当






























よると，中国全体で農産物輸出企業は 2003 年末で 1 万 3000 社，2005 年
末で 1 万 6000 社，2006 年末で 2 万 1000 社に達しており，うち年間輸出
額 500 万ドル以上の企業は，2003 年 836 社，2005 年には 1400 社に達して
いるという（中華人民共和国農業部 [2009]）。そして，その 6 割が農業生産，
加工，輸出を複合的に行っている。つまり，企業直営農場で生産した野菜・
農産物を，自社で調製・加工して輸出する一連のシステムを備えた企業が











しかし，17 期 3 中全会において，中央政府の政策として農地の流動化























































でに，中国の農民専業合作社は 15 万社を超え，会員は 2363 万戸と，全農
家の 13.8％に達したとされる。会員外の利用農家も 5512 万戸に達し，全
農家の 21.9％に達している。また，農業部と異なる統計によれば，農民




この 2007 年末の 15 万社のうち，工商登記管理機関に登録され，法人格
を取得した農民専業合作社は 5 万 8000 社である。総数でみると，2006 年



















































































以下では，筆者が 2008 年 9 月，2009 年 11 月に視察した四川省邛来市
の 2 事例を取り上げて，問題点を明らかにする。
?1??????????????
四川省邛来市金利養豚合作社は 2005 年に設立された。出資金 100 万元
の構成は，成都市政府と邛来市政府が 40 万元，金利実業有限公司（豚の
と畜，食肉加工，輸出等を手がける龍頭企業＜農村中核企業のこと＞）が
































（25.0％），村集団経済組織 10 万元（8.3％），農家 80 万元（66.7％）である。
農家は資金拠出せず，1 年間の地代として 400 元 / ムーを土地現物出資と
している。つまり農家は土地配当を受け取る代わりに農地経営権を失った
ことになる。
文君農業発展有限公司はこうして調達した 2000 ムー（約 1334 ヘクター
ル）の農地に茶樹を植え，近隣の村からも同様の方法で農地を調達し，3



















































































ば同一村内に生産力が異なる A・B・C・D の 4 種の農地があるとすれば，各農










(10)　この現地調査は，2009 年 5 月海南省で，2009 年 10 月山東省で実施した。
(11)　根師・森・大島 [2006] の分析にもとづく。
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